
えることもできる。 

 

４．成果と課題 

 あそびがまなびに効果的であるという主張の根拠をまとめ，あそびを取り入れた数十点の教材を

開発することができた。しかし，その教材を中学生相手に使用した経験はまだ数えられるほどしか

ない。実際に効果があるのか否かは，教員として働き始めてから確かめるつもりである。あそびを

web上で完結させ，準備のコストを減らすことなども今後取り組んでいきたい。 

 また，あそびを発話練習の機会にすることはできたものの，それ以外については本研究では触れ

られなかった。本研究では文法指導に注目したあそびを中心に考案したが，語彙やフォニックスな

どに注目したあそびが既に商品化されていることから，あそびの学習での可能性はもっと大きいも

のと考えられる。あそびの前後の指導やあそび中の声かけ，あそびの使い所などをよく考えながら

授業や授業準備を行っていきたい。 

 

５．おわりに 

 あそびを取り入れた外国語指導の可能性をこれまで探ってきた。学習者が大量に外国語に触れる

と同時に，もっと外国語を学びたいと思うような教材をいくつかつくることができたと感じている。

これが絶対的な完成形ではなく，学習者のニーズに応じて日々アレンジや改善をしていくべきであ

る。勉学の緊張をあそびで緩和をすることで，使いたい教材，学びたい教科，参加したい授業，そ

して通いたい学校になる可能性まで考えながら研究を行った。カイヨワ（1997）には「遊びはすべ

て孤独ではなく，仲間を前提としている」とも書かれている。学校に通わずとも学びやすい時代に

成り行く中で，学校という場所の存在価値のひとつが，共にあそび学び合う仲間の存在なのかもし

れない。 

あそびは学習者の学習意欲を高める工夫のほんの一部にすぎず，授業でこれをやっているだけで

中学校の英語科の内容すべてを完璧に身につけられるわけではもちろんない。学習者の大半が興味

を持ちそうなものとしてあそびに目をつけたが，歴史館や水族館で実習を行う中で，あそびでなく

ても学習者が興味を持つものであれば学習意欲を高める教材の素材になりうると感じた。また，教

科書がどれほどよく出来ているのか，教科書が学習者にとってどのような存在なのかを実習で教わ

り，教科書に沿った授業の大切さも知った。多様な学習者の得意不得意に応じて提供する学習法の

ひとつとして，この研究が少しでも役に立てば幸いである。 
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子ども理解とチーム学校の一員としての養護教諭の実践力 

～子どもたちの規則正しい生活習慣の獲得に向けて 視力に着目して～ 

 

                     鈴木 美香 

             養護科学コース 

 

 

１．はじめに 

全国の裸眼視力 1.0未満の子どもの割合は，昭和 54年度では小学生 17.91％，中学生 35.19％で

あったのに対し，令和３年度では小学生 36.87％，中学生 60.28％と，40年間で小学生が約２倍に，

中学生が約 1.5倍に増加し，子どもたちの視力低下が進行している 1)。眼軸長も小学６年生で成人

と同程度にまで延長し 2)，2050年には世界人口の約半数が近視になるとの予測もされている 3)。近

視を促進する要因として，環境と遺伝の両方が関係しているとされている。環境要因として，少な

い屋外活動 2)5)6），近業 4)6)7)，長時間の電子機器使用 7)，年長（加齢）7)，遺伝要因として，東アジア

8)，親や母親の近視 4），女性 2)9)などが挙げられている。近年，新型コロナウイルス感染症により外

出が制限されたり新しい生活様式が導入されたりし，また，学校では GIGAスクール構想と相まって

一人一台の端末を用いたオンライン授業が導入された。スクリーンタイムの増加や外遊びの減少等

の影響は，近視の世界的発生に重大な影響を与える可能性が高く，コロナ禍にあたる 2020年に近視

が進行している 9)との報告もある。スマートフォン等の過剰使用による急性内斜視も発生しており，

眼の病気にまで進行する恐れもある 10)。学校における視力に関する保健指導は，う歯と比較し十分

に行われていない 11)。歯科指導によりう歯の児童生徒は減少傾向にあるが，視力は裸眼視力 1.0未

満に低下する児童生徒が増加傾向にある。視力低下についても生活習慣の影響が大きいと予測され，

視力に関する保健指導も歯科指導のように継続して行うことが求められる。 

本研究は，児童生徒の視力低下の現状を明らかにし，特別支援学校教職員の児童生徒に対する指

導法や支援法を取り入れた介入研究を義務教育学校において行い，児童生徒の視力に対する意識の

変化を検討し，どのような支援が必要であるか考察することを目的とする。 

 

２．研究方法 

１）研究対象 

・A市内の義務教育学校に在籍する児童生徒 計 134名 

・A市内の特別支援学校に勤務する教職員 計 110名 

 

２）調査方法 

① 2014～2022年度の健康診断の視力検査 

対象は，義務教育学校の全校児童生徒（１～９年生）134名であり，全員を分析対象とした。  

② 質問紙調査１ 

義務教育学校５～９年生の 74名を対象に，自身の視力や生活習慣について質問紙調査を行った。
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総回答数は 63名であり，質問紙の回答に不備のあったものを除き，56名（有効回答率 88.9％）を

分析対象とした。SPSS Statistics Version28を使用し，①の結果と照らし合わせて分析を行った。 

③ 質問紙調査２ 

特別支援学校教職員 110名を対象に，児童生徒の視力や姿勢，児童生徒に対する指導法や支援法

について，質問紙調査を行った。総回答数は 50 名であり，質問紙の回答に不備のあったものを除

き，35名（有効回答率 70.0％）を分析対象とした。 

④「目の健康チェックシート」 

①②③の結果を踏まえ，義務教育学校３～６年生 57名を対象に，目の健康に大切な生活習慣につ

いてのチェックシートを作成し実施した。視力低下と関係があると思われるものや，児童生徒の意

識が低かったものを取り上げ，特別支援学校教職員の指導・支援時の工夫点の一部を取り入れた。

総回答数は 52名であり，回答に不備のあったものを除き，41名（有効回答率 78.8％）を分析対象

とした。 

 

３）倫理的配慮 

視力検査結果は，匿名化し個人が特定されることはないこと，調査で得られた情報は今回の研究

以外には使用しないことを説明し，学校の承諾を得た上で使用し，質問紙は，無記名自記式として

匿名性を確保し個人が特定されることはないこと，調査で得られた情報は今回の研究以外には使用

しないことを記載し，プライバシーの保護に努めた。本研究は茨城大学教育学部倫理審査を受審し，

承認を得ている。（許可番号：22P0100） 

 

３．結果及び考察 

１）健康診断の視力検査から 

 視力検査時の児童生徒の様子として，目を細める子や凝視する子，遮眼子をずらし両眼で見よう

とする子が見られた。高学年の多くは裸眼視力 1.0未満であり，眼鏡使用者も多数見られた。視力

検査結果を経年的に分析すると，学年が上がるにつれ裸眼視力 1.0未満が増加していた。文部科学

省の報告書 2)と同様に，小学６年時には裸眼視力 1.0未満が半数以上となる傾向にあった。従って，

小学校低学年からの視力に関しての教育が必要であると考えられる。 

 

２）児童生徒の自覚 

 質問紙調査の結果から，裸眼視力 1.0未満の児童生徒ほど自分の視力は良くないと感じており，

視力低下実感時と実際の視力低下時がほとんど一致していた。すなわち，児童生徒は自分の視力を

自覚していると考えられる。 

 

３）推定される視力低下要因 

 質問紙調査の結果から，視力低下の要因として以下のものが考えられた。 

＜性別＞ 

 裸眼視力 1.0 未満，矯正，「すべて裸眼視力 1.0 以上」ではない，のいずれも女子のほうが多く

（ｐ＜0.05），文部科学省 2)においても，女子のほうが近視の傾向が顕著であると報告されている。 
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総回答数は 63名であり，質問紙の回答に不備のあったものを除き，56名（有効回答率 88.9％）を

分析対象とした。SPSS Statistics Version28を使用し，①の結果と照らし合わせて分析を行った。 

③ 質問紙調査２ 

特別支援学校教職員 110名を対象に，児童生徒の視力や姿勢，児童生徒に対する指導法や支援法

について，質問紙調査を行った。総回答数は 50 名であり，質問紙の回答に不備のあったものを除

き，35名（有効回答率 70.0％）を分析対象とした。 

④「目の健康チェックシート」 

①②③の結果を踏まえ，義務教育学校３～６年生 57名を対象に，目の健康に大切な生活習慣につ

いてのチェックシートを作成し実施した。視力低下と関係があると思われるものや，児童生徒の意

識が低かったものを取り上げ，特別支援学校教職員の指導・支援時の工夫点の一部を取り入れた。

総回答数は 52名であり，回答に不備のあったものを除き，41名（有効回答率 78.8％）を分析対象

とした。 

 

３）倫理的配慮 

視力検査結果は，匿名化し個人が特定されることはないこと，調査で得られた情報は今回の研究

以外には使用しないことを説明し，学校の承諾を得た上で使用し，質問紙は，無記名自記式として

匿名性を確保し個人が特定されることはないこと，調査で得られた情報は今回の研究以外には使用

しないことを記載し，プライバシーの保護に努めた。本研究は茨城大学教育学部倫理審査を受審し，

承認を得ている。（許可番号：22P0100） 

 

３．結果及び考察 

１）健康診断の視力検査から 

 視力検査時の児童生徒の様子として，目を細める子や凝視する子，遮眼子をずらし両眼で見よう

とする子が見られた。高学年の多くは裸眼視力 1.0未満であり，眼鏡使用者も多数見られた。視力

検査結果を経年的に分析すると，学年が上がるにつれ裸眼視力 1.0未満が増加していた。文部科学

省の報告書 2)と同様に，小学６年時には裸眼視力 1.0未満が半数以上となる傾向にあった。従って，

小学校低学年からの視力に関しての教育が必要であると考えられる。 

 

２）児童生徒の自覚 

 質問紙調査の結果から，裸眼視力 1.0未満の児童生徒ほど自分の視力は良くないと感じており，

視力低下実感時と実際の視力低下時がほとんど一致していた。すなわち，児童生徒は自分の視力を

自覚していると考えられる。 

 

３）推定される視力低下要因 

 質問紙調査の結果から，視力低下の要因として以下のものが考えられた。 

＜性別＞ 

 裸眼視力 1.0 未満，矯正，「すべて裸眼視力 1.0 以上」ではない，のいずれも女子のほうが多く

（ｐ＜0.05），文部科学省 2)においても，女子のほうが近視の傾向が顕著であると報告されている。 

＜屋外活動＞ 

 児童生徒の半数はほとんどの休み時間に外に出なかった。また，授業・休み時間以外の外にいる

時間は９割が 90分未満であった。児童生徒の視力と屋外活動に有意な関連はなかったが，屋外活動

時間の長い児童（休み時間たいてい外に出ており，授業・休み時間以外の外にいる時間も 120分以

上）である５年生１名，６年生１名の計２名は，現在も裸眼視力 1.0以上を維持していた。コロナ

禍で屋外活動が減少した児童生徒も多く見られた。屋外活動は，近視の発症や進行を抑えることが

多数報告されており，台湾では１日２時間以上の屋外活動の導入以降，近視の発症が大きく減少し

ている 5）。屋外活動が減少傾向の現代の児童生徒にとって，屋外活動時間の確保が必要であり，学

校教育のカリキュラムへ屋外活動を導入するのが良いと思われる。 

＜電子メディア＞ 

 児童生徒の視力とスマートフォン，自宅用パソコン・タブレット，テレビの使用時間は有意な関

連は認められなかった。一方，学校配布のパソコン・タブレットについては使用時間が長い児童生

徒ほど視力が良くなかった（p＜0.05）。また，ゲーム機の使用との関連については，先行研究 12)と

同様に，視力が良くない児童生徒ほど使用時間が短かった（p＜0.01）。しかしながら，1 日５時間

以上の使用者は視力が良くない児童生徒でのみ見られたことから，過剰使用は視力低下の原因とな

ることが推測される。これは，他の電子メディア使用時間やその他の生活習慣とあわせて総合的に

考える必要がある。１日１時間より多い電子メディアの使用は近視と関連する 7)と述べられている

が，ICT 環境の現代の児童生徒にとっては現実的には難しいため，日頃からの電子メディアとのつ

き合い方や使用時の心がけが大切になる。 

＜近業＞ 

 児童生徒の視力と勉強や読書の時間には有意な関連は認められなかった。しかし，授業中の様子

を見てみると，目とノートや画面との距離が近い子が多く，集中するほど無意識に近づいているよ

うであった。近業は視力低下と関連すること 4)6)7)から，良い姿勢を意識し目を離すよう心がける指

導が必要であると考えられる。 

＜睡眠時間＞ 

先行研究 12)において，近視群のほうで睡眠時間が短いと報告されている。本研究では，起床時間

や就寝時間と児童生徒の視力に有意な関連性は認められなかった。しかし，目を休める時間の減少

により視力低下につながることが推測される。就寝前の電子メディアの使用は睡眠の質の低下を招

くため，就寝前の使用は控えるよう指導することが必要であると考えられる。 

＜目を大切にする生活習慣＞ 

 普段の生活で行っていることとして，「明るい場所で見る」（82.1％），「まばたきをする」（55.4％），

「目を休める時間をつくる」（50.0％）と，半数以上がそのようなことに気を付けていたが，「目を

離して見る」（35.7％），「良い姿勢になる」（28.6％），「画面を見る時間を決める」（21.4％）につい

ては少なかった。 

 

４）チェックシートの活用 

対象校において中学生の視力が全国と比較しても良くないこと，小学校高学年から中学生にかけ

て低下する児童生徒が多いことから，中学生になる前の３～６年生を対象にチェックシートを実施
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した。作成には特別支援学校の教職員を対象とした指導法や支援法についての質問紙調査結果をも

とに，完結でわかりやすいキーワードを用いた表現，イラスト，ユニバーサルフォントの使用など，

視認性を高めた効果を取り入れた。「グーペタピン」「パー２つ分」「30 分に１回は 20 秒以上」「寝

る１時間前」といった児童に知ってもらいたかったポイントを押さえた感想が多く見られた。実施

を重ねるごとに生活習慣が改善している傾向にあり，いつもより目を大切にできたと児童の意識の

変化が見られた。自らの 1日の生活を振り返り改善する，良いきっかけとなったのではないかと考

える。 

 

４．結論 

本研究は実習校での児童生徒の生活習慣，特に視力に着目した実践研究結果である。その結果，

児童生徒の視力は低下が進行しており自覚していた。質問紙調査結果からは有意な差を認めるもの

は少なかったが，先行研究をもとに考えると，性別，屋外活動，電子メディア，近業，睡眠時間，

目を大切にする生活習慣が視力と関連があると思われる。児童生徒が目にやさしい生活を送れるよ

う，継続的にアプローチしていくことが必要であり，チェックシートは有効であることが示唆され

た。 
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